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KDDIのサステナビリティ経営に関する主要財務・非財務データをご覧い
ただけます。企業価値向上に向けた取り組みの進捗を、定量情報でご紹介
しています。
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マテリアリティ

サステナビリティ中期目標

連結業績ハイライト（3月31日に終了した各決算期）
IFRS
百万円

KDDI連結 16.3期 17.3期 18.3期 19.3期 20.3期 21.3期 22.3期 23.3期※1 24.3期 25.3期

売上高 P.79 4,466,135 4,748,259 5,041,978 5,080,353 5,237,221 5,312,599 5,446,708 5,671,762 5,754,047 5,917,953

営業利益 P.79 832,583 912,976 962,793 1,013,729 1,025,237 1,037,395 1,060,592 1,077,393 961,584 1,118,674

　営業利益率 18.6% 19.2% 19.1% 20.0% 19.6% 19.5% 19.5% 19.0% 16.7% 18.9%

EBITDA※2 1,410,971 1,524,207 1,560,061 1,598,670 1,750,861 1,786,170 1,813,436 1,791,707 1,674,917 1,831,223

　EBITDAマージン 31.6% 32.1% 30.9% 31.5% 33.4% 33.6% 33.3% 31.6% 29.1% 30.9%

親会社の所有者に帰属する当期利益 P.79 494,878 546,658 572,528 617,669 639,767 651,496 672,486 679,113 637,874 685,677

設備投資額 P.80 531,434 519,365 560,831 601,757 615,054 627,907 676,461 627,544 749,297 678,907

減価償却費及び償却費 532,442 545,177 546,609 562,282 689,473 727,438 727,779 696,591 685,852 685,000

有利子負債 P.79 1,235,287 1,151,650 1,118,616 1,275,711 1,680,367 1,645,481 1,600,104 1,651,437 2,394,403 4,437,562

　親会社所有者帰属持分比率 56.3% 56.7% 57.4% 57.1% 45.8% 45.2% 45.0% 43.0% 37.1% 30.4%

　親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE） 15.5% 15.9% 15.6% 15.5% 14.9% 14.2% 13.8% 13.4% 12.3% 13.2%

　資産合計税引前利益率（ROA） 14.2% 14.8% 14.9% 14.5% 12.1% 10.3% 9.8% 9.4% 7.6% 7.1%

基本的1株当たり当期利益（EPS）※3（円） 98.86 110.83 117.77 129.55 137.84 142.08 150.02 155.51 150.63 169.33

1株当たり配当金※3（円） P.79 35.00 42.50 45.00 52.50 57.50 60.00 62.50 67.50 70.00 72.50

　配当性向 35.4% 38.3% 38.2% 40.5% 41.7% 42.2% 41.7% 43.4% 46.5% 42.8%

　配当総額 174,843 208,917 217,339 248,932 265,727 274,528 278,811 293,495 292,284 290,296

自己株式取得額 50,000 100,000 149,999 150,000 150,000 200,000 200,000 200,000 300,000 400,001

　総還元額 224,843 308,917 367,338 398,932 415,727 474,528 478,811 493,495 592,284 690,297

　総還元率 45.4% 56.5% 64.2% 64.6% 65.0% 72.8% 71.2% 72.7% 92.9% 100.7%

営業活動によるキャッシュ・フロー 884,538 1,161,074 1,061,405 1,029,607 1,323,356 1,682,166 1,468,648 1,078,869 1,706,498 1,249,042

投資活動によるキャッシュ・フロー※4 (667,917) (637,225) (633,847) (714,578) (610,950) (658,925) (761,593) (732,480) (832,433) (1,180,103)

　フリー・キャッシュ・フロー※5 P.80 216,621 523,849 427,558 315,028 712,406 1,023,241 707,056 346,389 874,065 68,939

財務活動によるキャッシュ・フロー※4 (299,003) (485,784) (453,168) (310,951) (546,381) (585,571) (727,257) (669,837) (476,477) (33,555)

※1 �24.3期よりIFRS第17号「保険契約」を適用しています。これに伴い、23.3期の数値については、該当会計基準をさかのぼって適用した後の数字を開示しています
※2 EBITDA ＝ 営業利益 ＋ 減価償却費及び償却費 ＋ 固定資産除却費 ＋ 減損損失
※3 2025年4月1日を効力発生日として実施した株式分割調整後の数値

※4 数値における（　）表記はマイナス
※5 営業活動によるキャッシュ・フロー ＋ 投資活動によるキャッシュ・フロー

主要財務・非財務データ
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財務・非財務ハイライト （3月31日に終了した各決算期）  財務
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5兆9,180億円

マルチブランド総合ARPU収入
やビジネスセグメントの成長による
収入の増加等により、前期比2.8％
増となる5兆9,180億円となりま
した。
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1兆1,187億円

マルチブランド通信ARPU収入
の増加に加え、注力領域の金融・
エネルギー・DXの利益増加やロー
ソン取得による持分法投資利益の
増加により、前期比16.3％増とな
る1兆1,187億円となりました。

年間配当金は前期比2.5円増配となる72.5円、連結配当性向は42.8％と
なりました。また、26.3期は7.5円増配の80円を予定し、24期連続DPS成
長を目指します。

■ 営業利益（左軸）　 ● 営業利益率（右軸）

■ 1株当たり配当金（左軸）　 ● 配当性向（右軸）

売上高 営業利益

前期比  7.5% 6,857億円

営業利益の増加により、親会社の所有者に帰属する当期利益は前期比
7.5％増となる6,857億円となりました。

※ミャンマー通信事業リース債権引当、低稼働通信設備の減損・撤去引当等の一過性影響

親会社の所有者に帰属する当期利益 1株当たり配当金

前期末比  2兆432億円 （前期末比  9,456億円）

4兆4,376億円 （2兆8,189億円）
借入金等が増加したことにより、有利子負債は2兆432億円増（金融事業

除きでは9,456億円増）となる、4兆4,376億円（金融事業除きでは2兆8,189
億円）となりました。

有利子負債（ ）内は金融事業除き

有利子負債が増加したため、D/Eレシオは前期比で0.41ポイント増（金融
事業除きでは0.20ポイント増）の0.87倍（金融事業除きでは0.58倍）とな
りました。

D/Eレシオ（ ）内は金融事業除き

主要財務・非財務データ

0.87倍 （0.58倍）
前期末比  0.41 （前期末比  0.20）

一時的
影響※

一時的
影響※
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20.3期 21.3期 22.3期 23.3期 24.3期 25.3期

■モバイル 374 378 404 347 361 406

■固定通信含むその他 241 250 272 280 388 273
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●�フリー・キャッシュ・ 
フロー 712 1,023 707 346 874 69

■�営業活動による 
キャッシュ・フロー 1,323 1,682 1,469 1,079 1,706 1,249

■設備投資 (615) (628) (676) (628) (749) (679)

■�その他投資キャッシュ・
フロー 4 (31) (85) (105) (83) （501）※

● EBITDA 1,751 1,786 1,813 1,792 1,675 1,831
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前期末比  2兆7,302億円 前期比  704億円

前期比  8,051億円前期末比  1,467億円

16兆8,762億円 6,789億円

689億円5兆6,506億円

金融事業の貸出金、持分法で会計
処理されている投資等が増加したこと
により、前連結会計年度末と比較し、2
兆7,302億円増加し、16兆8,762億
円となりました。

24.3期にカナダのデータセン
ター事業に係る有形固定資産の取
得をしたことにより、704億円減少
し、6,789億円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フロー
（収入）は、前期と比較し、金融事業
の借入金の増加幅が大きくなったこ
と等により収入が増加しましたが、
金融事業の預金の増加幅が小さく
なったこと等により収入が減少した
ことで、4,575億円減少し、1兆
2,490億円の収入となりました。
投資活動によるキャッシュ・フロー

（支出）は、前期と比較し、ローソン
等の関連会社株式の取得による支
出の増加等により3,477億円増加
し、1兆1,801億円の支出となりま
した。

親会社の所有者に帰属する持分の
減少等により、5兆6,506億円となりま
した。

資産 設備投資額（支払ベース）

フリー・キャッシュ・フロー資本

主要財務・非財務データ　財務・非財務ハイライト （3月31日に終了した各決算期）  財務

※�数値に誤記があり訂正（2026年3月）�
訂正前：（118）　訂正後：（501）　
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通信

高品質のネットワークに通信の新たな価値を加え、マルチブランド戦略を進化させていきます。
KDDIは通信品質にこだわり続け、Opensignal社が2024年10月に発表した日本市場の「モ

バイル・ネットワーク・ユーザー体感レポート」では、全18部門のうち13部門で1位を獲得（国内
MNOでは最多受賞）、さらに「グローバル・モバイル・ネットワーク・エクスペリエンス・アワード
2025」（2025年2月27日発表）においても全6部門のうち3部門で世界1位を受賞し、世界的
にも高い評価を獲得しました。その高品質のネットワークをベースに、新たな通信価値と付加価値
サービスをセットし、2025年6月にauの料金プラン「auバリューリンクプラン」「auマネ活バリュー
リンクプラン」、UQ mobileの料金プラン「コミコミプランバリュー」「トクトクプラン2」の提供を
開始しました。安心・使い放題のau、シンプルでお
トクなUQ mobileを中心にマルチブランド戦略を
再設計し、各ブランドでお客さまのニーズに沿った
魅力あるプランを展開します。KDDIならではの価
値をつくり続けお客さまにご提供することで、適切
な対価につなげ、その対価をステークホルダーの
皆さまへ還元する経済の好循環を目指します。
それらの取り組みをはじめ、26.3期は通信・付

加価値を一体で価値提供することにより、モバイル
収入のさらなる成長を見込みます。

P I C K  U P

CEOメッセージ

CSOメッセージ

CFOメッセージ

価値創造ストーリー

マテリアリティ

サステナビリティ中期目標

シンプルでおトク パートナーと
新たな体験価値

マルチブランド共通の高品質ネットワーク

安心・使い放題
● 通信とセットの付加価値サービス

● 新たなネットワーク価値
au Starlink Direct
au 5G Fast Lane

au 海外放題・・・

パーソナルセグメントでは、個人のお客さ
ま向けにサービスを提供しています。日本国
内においては、「au」「UQ mobile」「povo」
のマルチブランドで提供する5G通信サービ
スを中心に、金融、エネルギー、LX（Life 
Transformation）等の各種サービスを連携
し拡充することで、新たな付加価値・体験価
値の提供を目指していることに加え、地域の
パートナーの皆さまとともに、デジタルデバイ
ド解消とサステナブルな地域共創の実現を目
指しています。海外においては、国内で培っ
た事業ノウハウを生かし、モンゴルとミャン
マーのお客さま向けに、通信サービス、金融
サービスおよび映像等のエンターテインメン
トサービスの提供にも取り組んでいます。ま
た、日本から海外へ渡航されるお客さま、海
外から日本に来られるお客さま向けの通信
サービスの利便性の向上に努めています。
25.3期の売上高は、マルチブランド総合
ARPU収入や端末販売収入の増加等により、
4兆7,956億円（前期比1.0％増）となりまし
た。営業利益は、グループMVNO収入・楽
天ローミング収入等の減収があったものの、
通信ARPU収入の増加、金融事業利益および
エネルギー事業利益やローソン持分法投資利
益の増加により8,771億円（前期比19.0％増）
となりました。

セグメント別業績ハイライト  パーソナルセグメント
■ 売上高

■ 営業利益／営業利益率

■ EBITDA ／EBITDAマージン

23.3期 24.3期 25.3期
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■ 営業利益（左軸） 　　営業利益率（右軸）
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■ EBITDA（左軸） 　　EBITDAマージン（右軸）

31.1 28.4 30.8

1,500
1,349

1,479

※�25.3期より、一部事業部門のセグメントを変更しています。	
これに伴い、24.3期について、組替後の数値に変更しています

モバイル収入
（単位 : 億円）

24.3期

19,566
19,727

25.3期 26.3期（予）

注）�サービス改定に伴う26.3期からの新定義。	
対象：au、UQ mobile、povoの通信料収入・補償
収入・コンテンツ収入等

主要財務・非財務データ　財務・非財務ハイライト （3月31日に終了した各決算期）  財務
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金融
金融事業は累計契約者数150万人を突破（2025年3月時点）したauマネ活プラン・auマネ

活プラン＋も奏功し、2025年3月にauじぶん銀行の預金口座数が670万口座、auPAYカードの
会員数が1,020万人に到達するなど、業容は順調に拡大しています。これらの会員基盤を中心に、
業績は好調に推移し、25.3期の営業利益は406億円と前期と比較し20％以上の成長となりまし
た。また、2025年1月にはネット銀行事業のさらなる強化のために、auじぶん銀行を100%子会
社化しました。auじぶん銀行をau経済圏の中核として、今後も通信と金融サービスの連携に重点
を置いた戦略を推進していきます。

成長領域

ローソン
2024年9月、三菱商事とKDDIがそれぞれ50％ずつの出資比率となる新経営体制がスタート

しました。ローソンの「未来のコンビニ」への変革に向けて、KDDIのデジタル技術を活用し、「Real 
x Tech Convenience」を推進していきます。2024年10月には、約1,500万人が利用している
有料会員サービス「auスマートパス」を「Pontaパス」としてリニューアルし、ローソンで使える特
典を強化しました。2025年6月からは通信とPontaパスのセットの料金プランを開始し、26.3期
にはPontaパスの純増＋100万会員を目指します。
Pontaパスによるローソンへの送客などKDDIとの連携施策も奏功し、25.2期には過去最高益

を更新するなどローソンの業績も好調に推移しています。
ローソンは2025年で創立50周年を迎え、新たな経営方針「ローソングループ Challenge  
2030」で意欲的な目標を掲げました。KDDIはローソンの次なる成長に向けて、テクノロジーを
はじめとした支援を実施していきます。

通信とのセットプランによる基盤拡大

通信・ローソンとの連携強化

営業利益

Pontaパス純増数

ローソングループ Challenge 2030

通信とのセットプラン

引き続き二桁成長を目指す
（単位 : 億円）

国内CVS※3日販
30％ UP

オーナー 一人当たり加盟店利益

2倍

店舗オペレーション
30%削減

事業利益・当期利益

2倍

ローソン連携強化

2024年10月開始後
純増 21万会員※1

特典利用ユーザー

延べ 2,500万 超※2

26.3期純増+100万会員※1を目指す

提供サービス

新プランでさらに加速※1 Pontaパスライト除く

※3 CVS（コンビニエンスストア）

※2 2024年10月～2025年3月の集計値

※auマネ活プランとauマネ活プラン＋の合計

主要財務・非財務データ　財務・非財務ハイライト （3月31日に終了した各決算期）  財務

（2025年3月末時点）

auじぶん銀行口座数

674万口座

決済・金融取扱高
21.4兆円（前期比 18.8%）

au PAY カード会員数　1,020万会員
うち、ゴールドカード会員数　154万会員

累計契約者数 150万人突破※ （2025年3月）

24.3期

337
406

25.3期 26.3期（予）

前期比
20.7%

24.9期 25.3期

2025年
6月3日
受付開始

特典・
イベント強化

ローソン店頭で加入促進おトクなキャンペーン開催

次の成長実現に向け、テクノロジーで支援

ローン
auじぶん銀行

auフィナンシャル 
サービス

預金・送金
auじぶん銀行

保険・年金
au損保

ライフネット生命

投資・運用
auアセットマネジメント

auフィナンシャル 
パートナー

決済
auフィナンシャル 

サービス
auペイメントコミコミプランバリュー

ⒸPonta
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P I C K  U P

CEOメッセージ

CSOメッセージ

CFOメッセージ

価値創造ストーリー

マテリアリティ

サステナビリティ中期目標

ビジネスセグメントでは、日本国内および
海外において、幅広い法人のお客さま向け
に、スマートフォン、ネットワーク、クラウド等
の多様なソリューションや、「TELEHOUSE」
ブランドでのデータセンターサービス等を提
供しています。また、AI時代の新たなビジネ
スプラットフォーム「WAKONX」を立ち上げ、
法人のお客さまが抱える業界特有の課題解消
に取り組み、お客さまの事業成長と社会課題
解決に貢献していきます。
25.3期の売上高は、IoT関連サービス・

データセンター・デジタルBPO等で構成さ
れるグロース領域の成長による収入の増加等
により、1 兆3,998 億円（前期比8.5％増） と
なりました。営業利益は、前期と比較し、売上
高の増加等により、2,330 億円（前期比7.4％
増）となりました。

WAKONX

2024年5月、法人事業ブランド「KDDI BUSINESS」のもと、AI時代の新たなビジネスプラット
フォーム「WAKONX」を始動しました。WAKONXは、KDDI VISION 2030の実現に向け、日
本のデジタル化をスピードアップするというコンセプトから生まれたブランドです。パートナー企業
との共創により 、業界別のプラットフォームを構築しサービス化して提供します。25.3期はパート
ナー企業とともにさまざまな事例を積み重ねてきました。2024年8月には「WAKONX Retail」
として、リテール業界向けに店舗開発ソリューション「KDDI Retail Data Consulting」を提供開
始、同じく8月には物流業界向けに「WAKONX Logistics」のアセットとして、株式会社椿本チエ
インと当社との合弁会社である株式会社Nexa Wareが、物流倉庫向けデータ分析サービス
「Nexa Warehouse-Optimizer」を提供開始、2025年3月には街データとauデータを活用し
てスマートシティを実現する「WAKONX SmartCity」を提供開始し、同月に開業した
TAKANAWA GATEWAY CITYで採用されています。
今後もWAKONXを通じて、法人のお客さまの事業成長と社会課題解決に貢献していきます。

セグメント別業績ハイライト  ビジネスセグメント

セキュリティ

通信・AI基盤

  

業界ソリューション

強みを活かし、業界ソリューションやAI活用のスケール化を推進

通信・AI基盤に運用・セキュリティの価値を重ね、各業界に活用

－ ワコンクロス －

運用
（24時間365日）

■ 売上高

■ 営業利益／営業利益率

■ EBITDA ／EBITDAマージン

23.3期 24.3期 25.3期

1,500

1,200

900

600

300

0

（十億円）

1,132
1,290

1,400

23.3期 24.3期 25.3期

250

200

150

100

50

0

25

20

15

10

5

0

（十億円） （%）

16.9 16.8
16.616.6

192
217 233

■ 営業利益（左軸） 　　営業利益率（右軸）

23.3期 24.3期 25.3期

400

300

200

100

0

40

30

20

10

0

（十億円） （%）
■ EBITDA（左軸） 　　EBITDAマージン（右軸）

25.1 24.7
24.5

284
318 343

※�25.3期より、一部事業部門のセグメントを変更しています。	
これに伴い、24.3期について、組替後の数値に変更しています

主要財務・非財務データ　財務・非財務ハイライト （3月31日に終了した各決算期）  財務
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P I C K  U P

CEOメッセージ

CSOメッセージ

CFOメッセージ

価値創造ストーリー

マテリアリティ

サステナビリティ中期目標

データセンター
当社は30年以上にわたり、ヨーロッ

パ・北米・アジアなど主要都市45拠
点以上において「TELEHOUSE」ブラン
ドでデータセンター事業を展開してい
ます。世界各国でのコネクティビティ
データセンターの旺盛な需要に応える
べく、各エリアで新たな拠点の開設、ス
ペースの拡張を順調に続けています。
欧州におけるインターネットトラ

フィックの根幹を担い、世界No.1のコネクティビティ（接続数）を誇るロンドンに加え、タイについ
ては開業2年でタイ国内No.1のコネクティビティ実績を確立しました。31.3期売上高目標2,000
億円を目指し、今後も基盤強化を続けます。

IoT関連サービス
約20年にわたる豊富な実績と運用管理体制を強み

に、コネクティッドカーなどのモビリティ領域、電力やガ
スのスマートメーターなどの社会インフラ領域を中心に
グロース領域で成長しています。IoT累計回線数はグ
ループ会社であるソラコムを含めて2025年3月に
5,804万回線を突破しました。2031年3月には累計1
億回線を目指します。
2025年1月、製品やサービスにIoT通信を組み込み、一体化して提供する「ConnectIN」を開
始しました。メーカー企業が製品に通信を内蔵させる際に必要となる通信回線の管理・運用システ
ム開発を当社が提供し、販売台数に応じたレベニューシェアとすることで、メーカー企業の初期投資
が不要となります。また、製品を購入されるお客さまは、製品に通信機能が内蔵されているため、
コンテンツが自動アップデートされるなど、新たな付加価値を体験いただけます。当社は今後もさ
まざまな価値のあるコネクティッドサービスを提供し、法人のお客さまのDXを支援していきます。

お客さま接点・ID

事
業
領
域  リソースシフト ベースの LTV 向上

ベース（通信）
収益性の高い通信市場

グロース（付加価値）
IT市場で高成長のデジタル基盤領域

IoT データ
センター

デジタル
BPO

セキュリティ ファシリティ
ソリューション

新規
DX 事業

市場を上回る成長率で事業を拡大

セキュリティ
近年、生成AIやIoT、クラウドの浸透や、テレワークの急速な普及など、サイバーセキュリティの

重要性が時代の変化とともに高まっています。2025年1月、当社はサイバーセキュリティのリー
ディングカンパニーである株式会社ラックを連結子会社化しました。ラックのサイバーセキュリティ
に関する豊富な知見と、当社のネットワークサービスなどの経営資源を集約することで、お客さまに
より最適なソリューションを提供できる体制を構築していきます。
また、近年巧妙化するサイバー脅威から日本企業・政府機関を守ることを目指し、サイバーセキュ

リティ事業におけるNECとの協業の検討も開始しました。両社の強みを組み合わせ、お客さまの重
要な情報資産やインフラをサイバー脅威から守る純国産のサイバーセキュリティ基盤を共同構築し
ていきます。これらによって、日本のサイバーセキュリティ全体の強化、発展にも貢献していきます。

グロース領域

収益性の高い強固な通信を軸に、IT市場で高成長のデジタル基盤領域にリソースをシフトする
ことで、さらなる成長を目指します。
グロース領域の25.3期の売上高は前期比17％増と、デジタル基盤領域の市場成長率8%を上
回る成長率で拡大しました。市場の需要も取り込み、26.3期はさらに成長を加速させていきます。

■ グロース領域売上推移（単位：億円）

注） 24.3期、25.3期は組替前の数値　※2024年度から2028年度の年間平均成長率 （調査会社各社のデータを元にKDDIにて集計）

セキュリティ

国内最大規模のサイバーセキュリティ事業に向けNECと協業の検討開始

2025年5月8日協業に向けた基本合意書締結

 純国産の

サイバーセキュリティ基盤を

共同構築 

AIによる
高度化

グローバル監視
運用体制

データセンター（DC）
コネクティビティDCが各エリアで順調に拡張 

タイが開業2年で国内No.1の基盤構築

25.3期24.3期

1,300

2,000

26.3期
（予）

31.3期
（目標）

■ 売上高（単位 : 億円） コネクティビティ実績※

ロンドン	 世界 No.1

パリ	 フランス No.1

トロント	 カナダ No.1

バンコク	 タイ No.1

※�Peering DBより、	
2025年5月7日時点

（単位 :万）

25.3期

5,804

10,000

31.3期（目標）

主要財務・非財務データ　財務・非財務ハイライト （3月31日に終了した各決算期）  財務

24.3期
49%

6,303 7,363

25.3期
53%

26.3期（予）

前期比
17%

ビジネスセグメントにおける売上構成比

デジタル基盤領域の市場成長率※ 約8%
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バウンダリ 単位 21.3期 22.3期 23.3期 24.3期 25.3期

CO2排出量

t % t % t % t % t %
Scope1※1 直接排出 単体 t、％ 5,746 0.09 7,976 0.13 5,747 0.09 5,451 0.10 5,350 0.09
Scope2※2 エネルギー起源の間接排出 単体 t、％ 1,049,105 16.28 1,090,954 17.71 944,876 15.23 641,922 11.42 632,623 10.49

Scope3※3

購入した製品・サービス 単体 t、％ 3,581,713 55.57 3,373,587 54.77 3,388,959 54.64 3,251,795 57.84 3,190,561 52.91
資本財 単体 t、％ 1,486,988 23.07 1,367,518 22.20 1,464,526 23.61 1,477,618 26.28 1,584,114 26.27
Scope1、2に含まれない燃料およびエネルギー関連活動 単体 t、％ 41,729 0.65 43,950 0.71 153,839 2.48 117,113 2.08 102,227 1.70
輸送、配送（上流） 単体 t、％ 7,183 0.11 12,035 0.20 6,292 0.10 5,072 0.09 5,185 0.09
事業から出る廃棄物 単体 t、％ 464 0.01 485 0.01 160 0.00 141 0.00 234 0.00
出張 単体 t、％ 662 0.01 908 0.01 6,114 0.10 6,271 0.11 5,578 0.09
雇用者の通勤 単体 t、％ 1,897 0.03 2,430 0.04 2,088 0.03 1,777 0.03 1,941 0.03
リース資産（上流） 単体 t、％ 514 0.01 527 0.01 527 0.01 487 0.01 433 0.01
輸送、配送（下流） 単体 t、％ 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00
販売した製品の加工 単体 t、％ 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00
販売した製品の使用 単体 t、％ 268,754 4.17 259,227 4.21 228,485 3.68 113,206 2.01 500,956 8.31
販売した製品の廃棄 単体 t、％ 150 0.00 127 0.00 979 0.02 918 0.02 945 0.02
リース資産（下流） 単体 t、％ 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00
フランチャイズ 単体 t、％ 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00
投資 単体 t、％ 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00

Scope３合計 単体 t、％ 5,390,054 83.63 5,060,794 82.16 5,251,969 84.67 4,974,398 88.48 5,392,175 89.42
Scope1＋2排出量合計 単体 t 1,054,850 1,098,929 950,622 647,373 637,973
Scope1＋2＋3排出量合計 単体 t 6,444,904 6,159,723 6,202,591 5,621,771 6,030,148

連結

Scope1排出量 燃料 連結 t 25,420 27,687 88,383 28,432 25,743 
Scope２排出量※2（マーケットベース） 電力、蒸気・冷温水 連結 t 1,296,381 1,492,048 1,318,013 975,173 969,909 
Scope1＋2排出量合計（マーケットベース） 連結 t 1,321,801 1,519,735 1,406,396 1,003,605 995,652
Scope2排出量（ロケーションベース） 電力、蒸気・冷温水 連結 t 1,475,724 1,614,118 1,475,170 1,411,040 1,412,656

電力消費量
電力消費量 単体 千kWh 2,357,458 2,468,974 2,216,734 2,162,465 2,172,276
電力消費量 連結 千kWh 3,198,506 3,634,732 3,387,049 3,328,127 3,400,458
電気消費量のうち再生可能エネルギー電力消費量 連結 千kWh 338,319 379,173 488,544 967,131 1,241,375

燃料消費量 燃料消費量※4 単体 kL 345 364 546 393 283
エネルギー使用量 設備系センターのエネルギー使用量 単体 千kWh 947,613 1,009,802 1,039,214 1,043,504 1,005,340
再生可能エネルギー

（事業） 再生可能エネルギー発電量 単体 千kWh 17,566 17,664 16,649 16,240 17,237

水使用量 水使用量
（水道水または上水、中水、井水（ただし下水を除く）） 連結 m3 1,156,206 1,630,890 2,050,273 1,803,453 1,706,963

廃棄物
産業廃棄物排出量
（非有害産業廃棄物（通信設備、自社ビルの生活ゴミ）） 連結 t 3,319 4,822 4,216 8,069 4,525

マテリアルリサイクル量 連結※5 t — — 1,571 285 392

紙資源
紙消費量 単体 t 8,798 5,313 6,809 6,370 6,348
請求書のWEB化による紙削減量 単体 t 4,962 5,180 5,358 5,548 5,710

携帯電話リサイクルの 
推進

携帯電話などの回収数（本体、電池、充電器含む） 単体 万台 258 260 217 192 182
マテリアルリサイクル率 単体 ％ 99.8 99.8 99.8 99.8 99.8

第三者保証を受けた最新のデータに  を付しています

P I C K  U P

CEOメッセージ

CSOメッセージ

CFOメッセージ

価値創造ストーリー

マテリアリティ

サステナビリティ中期目標

 環境データ主要財務・非財務データ　財務・非財務ハイライト （3月31日に終了した各決算期）  非財務

KDDI  サステナビリティ統合レポート 202585

85

Introduction

Value Creation

Management Base

Strategy

Governance

I N D E X

Data

Data

▶	 主要財務・非財務データ

	 情報開示とIR

	 会社概要・株式の状況

https://www.kddi.com/corporate/sustainability/esg-data-environment/


バウンダリ 単位 21.3期 22.3期 23.3期 24.3期 25.3期

従業員数
連結従業員数 連結 名 47,320 48,829 49,659 61,288 64,636

連結外国人従業員数 連結 名 4,581 5,111 5,833 15,367 15,762

勤続年数
平均勤続年数（男性） 単体 年 18.3 17.7 18.0 17.2 16.8

平均勤続年数（女性） 単体 年 15.5 15.6 15.6 15.3 15.0

離職率
離職率（男性） 単体 ％ 1.09 2.13 2.45 2.07※10 1.81

離職率（女性） 単体 ％ 1.47 2.44 2.97 1.73※10 1.59

採用
新卒女性比率 単体 ％ 32.4 33.6 33.9 28.4 32.8

中途採用比率 単体 ％ 38.1 39.7 45.0 56.3 41.1

障がい者雇用促進 障がい者雇用率※6 単体 ％ 2.50 2.58 2.54 2.62 2.82

女性活躍推進

管理職に占める女性労働者の割合※7 単体 ％ — — 8.6 8.9 10.5

男性労働者の育児休業取得率※8 単体 ％ 18.6 30.9 71.8 58.1 75.4

労働者の男女の賃金の差異※9 単体 ％ — — 78.0 78.7 80.2

第三者保証を受けた最新のデータに  を付しています 

P I C K  U P

CEOメッセージ

CSOメッセージ

CFOメッセージ

価値創造ストーリー

マテリアリティ

サステナビリティ中期目標

 社会データ

※1 �重油、軽油、灯油、都市ガス
※2 �CO2排出量算出について、電力消費量の排出量は電気事業者別排出係数を使用
※3 �環境省「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量の算定に関する基本ガイドラインの概要」に記載されている排出係数を使用
※4 �重油、軽油、灯油（都市ガス、LPガスを除く）。「地球温暖化対策の推進に関する法律」（温対法）に基づく温室効果ガスの算出・報告公表制度において適用される排出係数を使用
※5 主な子会社
※6 �KDDI単体および認定を受けたKDDIチャレンジド、KDDIエンジニアリングで雇用されている障がい者を対象として算出。実績は翌年度6月時点の数値を掲載
※7 �22.3期より人事制度改定により「経営基幹職」を対象。実績は翌年度4月1日時点の比率。受入出向者は除外し、在籍出向者は包含。「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出
※8 「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成3年法律第76号）の規定に基づき算出。21.3期-22.3期は「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成3年労働省令第25号）第71条の6第1号に

おける育児休業等の取得割合を算出。23.3期は、男性社員の育児休業取得をより促進するため第71条の6第2号における育児休業等及び育児目的休暇の取得割合を算出。なお、育児休業等取得割合の開示義務化や、より長期の育児休業等の取得への社会要請を踏まえ、24.3期
-25.3期は育児目的休暇を含まず、第71条の6第1号における育児休業等の取得割合を算出する方法に変更。23.3期を第71条の6第1号に従い育児目的休暇の取得割合を含まずに算出した場合、39.9%。各年度とも、受入出向者は含まず、在籍出向者を含めて算出

※9 正規雇用労働者
※10 集計に誤りがあったため修正

主要財務・非財務データ　財務・非財務ハイライト （3月31日に終了した各決算期）  非財務
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KDDIは、株主・投資家の皆さまとの信頼関係の構築を経
営の最重点事項と位置付け、企業価値経営の実践、積極的な
情報開示、コミュニケーションの充実をお約束いたします。

KDDIは、以下の活動指針に基づいたIRを実施することで、
株主・投資家さまとの長期的な信頼関係を構築し、企業価値
の最大化を図ります。

積極的な情報開示
決算説明会の模様をWEBサイトにて動画配信しており、同

じ内容を英語でもご覧いただけるようご用意しています。
また、決算短信をはじめとした各種決算資料、財務・業績
データ、コーポレート・ガバナンス関連情報など、掲載情報の
充実を図っています。こうした情報は、マルチデバイス対応し
たWEBサイトの他、IRアプリでもご覧いただけます。
また一部説明会においては、WEBサイトでオンデマンド配
信を実施しています。
当社のIR活動の成果として、25.3期は、大和インベスター・

リレーションズ株式会社の「大和インターネットIR表彰2024」
で優良賞に選ばれた他、日興アイ・アール株式会社の「2024
年度全上場企業ホームページ充実度ランキング」では最優秀
サイトに選出されるなど、高い評価をいただくことができまし
た。また、昨年発行の「サステナビリティ統合レポート2024」
は、株式会社日本経済新聞社主催の「第4回 日経統合報告書
アワード」で優秀賞をいただきました。

コミュニケーションの充実
経営陣から当社業績を直接説明する場として、決算説明会

を四半期ごとに開催している他、国内外の投資家の皆さまと
の個別ミーティングやスモールミーティングの実施、証券会社
主催の各種カンファレンスへの参加など、コミュニケーション
の充実に継続的に取り組んでいます。
四半期決算開示に伴い、年4回、アナリスト・機関投資家向

けに決算説明会を開催しています。
四半期決算ごとに、取締役・IR部等が欧米・アジア等の機

関投資家と個別ミーティングを行い、KDDIの財務状況・今
後の戦略等について説明をしています。25.3期は対面やオン
ラインを活用し、延べ714回のミーティングを実施しました
（国内・海外での証券会社主催カンファレンス参加13回を含
む）。引き続きコミュニケーションの充実に継続的に取り組ん
でいきます。
また、株主・投資家の皆さまよりいただいたご意見につい
ては、経営層のみならず、社内にも幅広く情報共有し、事業戦
略・経営戦略上の貴重なご意見として参考にしています。

IR基本方針

活動指針3カ条

25.3期のIR活動

考え方
KDDIは、投資判断に影響を与える会社情報について、金融商品取引法および東京証券取引所が定める「有価証券上場規程」などにのっとり、株主・投資家の皆さまに分かりやすい形で、適時

かつ公平な情報の開示を継続的に行っています。
また、「IR基本方針※」をWEBサイト上で公開し、IR活動についての基本的な考え方や情報開示の体制などを説明しています。特に、決算期に開示する決算情報については、「ディスクロージャー
委員会」を設けて集中的に審議を行い、経営の透明性の向上と適切な情報提供に取り組んでいます。

※取締役会の決議事項

P I C K  U P

CEOメッセージ

CSOメッセージ

CFOメッセージ

価値創造ストーリー

マテリアリティ

サステナビリティ中期目標組織的なIRを展開します

能動的なIRを実施します

開かれたIRを目指します

情報開示とIR
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企業価値経営の実践

積極的な情報開示 コミュニケーションの充実

企業価値の
最大化

株主・投資家さま
との信頼関係



証券コード 9433

発行可能株式総数※2 4,200,000,000株

発行済株式総数※2 2,191,846,416株

株主数 535,327名

社名 KDDI株式会社

創業
�1984年6月1日 

（KDDIは2000年10月 DDI、KDD、
IDOの3社合併により発足）

事業内容 電気通信事業

本社所在地
�〒108-8618 
東京都港区高輪2丁目21番1号 
THE LINKPILLAR 1 NORTH

本店所在地
�〒163-8003　 
東京都新宿区西新宿2丁目3番2号

代表取締役社長
CEO 松田 浩路

資本金 141,852百万円

従業員数※1 64,636名（連結ベース）

※2 �KDDIは2025年4月1日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割しま
した。これにより、4月1日時点の発行可能株式総数は8,400,000,000株、
発行済株式総数は4,383,692,832株となっています

※3 �KDDIは、自己株式201,681,169株を保有していますが、上記大株主から除いています。持株比率は自己株式を控除して計算しています。なお、自己株式には役員報酬BIP信託が所
有する当社株式（937,697株）を含んでいません。また、持株比率は小数点第三位を切り捨ての上、算定しています​

金融機関  
555,378,847株
25.34%

政府・地方公共団体
1,500株

0.00%

外国法人など  
593,366,864株
27.07%  

その他の法人  
612,665,641株

27.95%  

個人・その他
（自己株式含む）  
338,762,117株

15.46%

金融商品取引業者  
91,671,447株
4.18%  

2,192
百万株

氏名または名称 持株数（株） 持株比率※3（％）

京セラ株式会社 335,096,000 16.83

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 329,451,800 16.55

トヨタ自動車株式会社 203,294,600 10.21

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 144,706,550 7.27

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 36,190,275 1.81

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 26,748,607 1.34

JP MORGAN CHASE BANK 385781 21,402,114 1.07

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 21,363,316 1.07

JPモルガン証券株式会社 20,489,733 1.02

STATE STREET BANK AND TRUST CLIENT OMNIBUS ACCOUNT OM02 505002 17,027,386 0.85

カテゴリ 持株数（株） 持株比率（％）

政府・地方公共団体 1,500 0.00

金融機関 555,378,847 25.34

金融商品取引業者 91,671,447 4.18

外国法人など 593,366,864 27.07

個人・その他（自己株式を含む） 338,762,117 15.46

その他の法人 612,665,641 27.95

※1 �2025年3月31日現在
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CSOメッセージ

CFOメッセージ

価値創造ストーリー

マテリアリティ

サステナビリティ中期目標

大株主

所有者別分布状況 25.3期​

会社概要 株式の状況（2025年3月31日時点）​
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